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災害復旧事業によせて

平成18年災 
天竜川河川災害復旧助成事業に
ついて 長野県岡谷市

市長
今　井　竜　五

１ ．はじめに
　東北地方太平洋沖地震でお亡くなりになられた
大勢の方々のご冥福をお祈り申し上げますととも
に、同じ長野県で発生した長野県北部の地震・東
北地方太平洋沖地震で被災された皆様に心よりお
見舞い申し上げます。

　岡谷市は、長野県のほぼ中央に位置し、諏訪湖
の西岸に面するとともに、西北には塩嶺王城県立
公園、東には八ヶ岳連峰、遠くには富士山を望む、
湖と四季を彩る山々に囲まれた風光明媚な都市で
す。また、諏訪湖唯一の排水口（釜口水門）を有
しており、ここより天竜川が発し、遠く静岡県浜
松市へと達しています。
　市の人口は 5万2,556人（平成23年 5 月 1 日現
在）、面積は85㎢で、明治時代から昭和初期にか
けて日本の近代化を支えた生糸の都「シルク岡
谷」として世界にその名を馳せ、戦後はその産業
基盤をもとに「東洋のスイス」と言われる精密工

業都市として発展してきました。そして現在は、
「ものづくりのまち」として、これまで培ってき
た精密加工技術を最大限に活用し、21世紀型技術
体系の基盤をなすナノテクノロジーをベースとし
た「スマートデバイスの世界的供給基地」の形成
を目指して歩んでいます。
　気候は、典型的な内陸特有の気候であり、盆地
特有の昼と夜の気温の差が大きく、年間降水量も
1,200㎜程度であり、過去に河川の氾濫などはあ
ったものの、大きな土砂災害に見舞われたことも
なく、これまでは自然災害の少ないまちと言われ
てきました。諏訪湖の西岸に広がる岡谷市

位　置　図
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２ ．未曾有の平成18年 7 月豪雨災害
　平成18年 7 月、諏訪地域では昭和58年の台風10
号災害以来23年ぶりとなる豪雨に襲われました。
　平成18年 7 月15日以降、梅雨前線は本州付近に
停滞し、南からの暖かく湿った空気の影響で梅雨
前線の活動が活発となり、長野県内では18日夕方
から岡谷市を中心に各地で記録的な雨となりまし
た。アメダス諏訪観測所では 7月15日から19日の
総降雨量が391㎜に達しましたが、これは 7月の
降水量平年値203.7㎜の約 2倍という雨量でした。
　諏訪湖では、この未曾有の豪雨に伴う洪水によ
り、平成18年 7 月19日 9 時から21時まで、約12時
間にわたり湖面水位が計画高水位を上回りまし
た。また、天竜川では、平成18年 7 月18日22時30
分に全ての観測所ではん濫注意水位（警戒水位）
を超過しました。
　諏訪湖周辺では、多くの流入河川で溢水氾濫が
発生し、560ha の浸水被害と2,500戸を超える床
上、床下浸水の被害を受けるとともに、岡谷市湊
から川岸地区にかけて同時多発的に土石流災害も
発生し、 8名もの尊い人命が奪われるなど、市民
の生命や財産に甚大な被害を及ぼしました。

土石流の状況

増水した天竜川の状況

釜口水門（諏訪湖）の水位・流入量・放流量及び雨量の状況
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３ ．天竜川河川災害復旧助成事業の実施
　今回のような洪水による被害を防止するために
は、諏訪湖から天竜川までを一体的に整備するこ
とが必要であり、長野県では「平成18年 7 月豪雨」
と同規模の洪水に対し、再び洪水被害が生じない
よう、下記の ３つの基本方針に基づき、国とも連
携して整備を行うこととなりました。

【基本方針】
①　釜口水門の放流量の増加
　諏訪湖からの唯一の放流口である釜口水門の
操作規則の見直しを行い、釜口水門からの最大
放流量をこれまでの400㎥/s から430㎥/s へ増
加させ、平成18年 7 月豪雨と同規模の洪水が再
来しても、諏訪湖の水位を計画高水位以下とな
るようにします。

②　天竜川の河道改修
　平成18年 7 月洪水と同規模の流量と、釜口水
門からの放流量増加に対応した流量を安全に流
下できるように河道改修を行います。
③　諏訪湖流入河川の水門設置・河道改修
　諏訪湖に流入する河川では、諏訪湖からの逆
流を防止するための対策や、流入河川の氾濫を
抑制するための対策を行います。

　上記の基本方針に基づき、上流の諏訪湖及び流
入河川については、「河川激甚災害対策特別緊急
事業」で対応するとともに、天竜川の県管理区間
は「天竜川河川災害復旧助成事業」で、辰野町か
ら下流の国管理区間のうち伊那市までの約20㎞は
「直轄河川激甚災害対策特別緊急事業」により、
一体的な整備を行うこととなりました。

災害復旧助成事業 標準断面図

【西天竜堰上流区間】（河道掘削＋ブロック積護岸＋寄石根固工）

【西天竜堰下流区間】（河道掘削＋玉石積根継工）
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　また、県と諏訪地域の市町村では「水害に強い
まちづくり協議会」を発足させ、計画的かつ着実
な浸水被害の軽減を目指し、ソフト対策を含めた
水害に強いまちづくりを推進することとなりまし
た。
　天竜川河川災害復旧助成事業では、主に河道掘
削による河積の拡大、これに伴う護岸の整備が行
われました。
　天竜川の岡谷市川岸にある西天竜堰を境に上下
流で河川特性が異なるため、各区間の特性に応じ
工法が選定されました。
　西天竜堰上流区間では、勾配が 1 /930程度で流

速も遅く、堰の影響で常に一定の水深が保たれて
いることから、河道掘削を実施するとともに、こ
れに伴って設置する護岸前面に寄石根固工を施す
ことで親水性にも配慮していただきました。
　西天竜堰下流区間では、勾配が 1 /300程度以下
に急変し、河川の蛇行に合わせて交互に砂州が形
成されるなど変化に富んだ河川環境であることか
ら、現況の横断形状を踏襲した河道掘削を行うこ
とにより、河川環境の保全に配慮していただきま
した。
　なお、既設護岸の前面を掘削する箇所には玉石
積構造の根継工を施工していただきました。

護岸前面に寄石根固工を施工して親水性に配慮

河積拡大に伴い架け替えられた
市道鶴峯天白線の天白橋

天竜川災害復旧助成事業（岡谷・辰野地区） Ｌ＝11,500ｍ

天竜川災害復旧助成事業（岡谷・辰野地区11.5㎞）



（6） 第 745 号 防 災 平 成 23 年  7  月  １  日

４ ．岡谷市における防災対策強化の取り組み
　岡谷市では、一日も早い災害復旧と「災害に強
い安全・安心なまち」を目指して、活動体制、情
報収集・伝達体制、防災対策等の強化のため様々
な取り組みを行っています。

⑴　活動体制の強化
　災害の発生が予想される早い段階から、情報の
収集、情報を共有する体制を整えるとともにレベ
ル毎の活動基準、実施事項を明確にすることによ
り、スムーズな体制移行および対応が実施できる
よう活動体制を強化。

⑵　情報収集 ･伝達体制の強化
　今回の災害の最も大きな教訓は、情報収集・伝
達体制の重要性でありました。その教訓を無駄に
することなく、次のような取り組みを行い、情報
収集伝達体制を強化。
①　地域との連絡体制の強化
　市と各区との相互連絡をよりスムーズに行う
ため、地元地区に居住する市職員を中心とした
「地域連絡員」を各区へ派遣する体制を整備。
②　雨量計の設置
　局地的な雨量情報を瞬時に把握するため、市
内の計 ８箇所に市独自の雨量計を設置し、パソ
コン、メールにより降雨状況を把握する体制を
整備。
③　避難準備、避難勧告の雨量基準を新設
　活動体制や、避難準備情報、避難勧告などを

発令するための一つの目安として、時間雨量、
累計雨量による雨量基準を設定。
④　防災ラジオの配布
　防災行政無線の降雨時における聞き取りにく
さや難聴地域の解消を目的として、防災行政無
線を自動受信できる「防災ラジオ」を希望する
住民に 1台1,000円で配布。
⑤　防災メールの配信
　市全職員や希望する住民に対し防災行政無線
の内容や気象警報注意報、地震情報などをパソ
コン、携帯電話にメール配信できる体制を整備。
⑥　シルキーチャンネル（行政チャンネル）の開局
　地域ケーブルテレビを利用した行政チャンネ
ルの放送を開始し、災害時、住民に対して的確
な情報を提供できる体制を整備。

⑶　防災対策の強化
①　自主防災組織連絡協議会の発足
　自主防災組織の活動の充実を図るため、組織
間における協力体制の整備、連携の強化を目的
に、岡谷市自主防災組織連絡協議会が市内２１区
の参加を得て発足。
②　災害危険渓流市民見学会、豪雨災害パネル展
の開催
　被災後毎年、市民見学会及び豪雨災害パネル
展を実施し、多くの住民が参加し、災害の現場
や、復興の様子を見学することにより、災害の
大きさなどの理解を促進。
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③　防災訓練の実施
　毎年、土石流災害を想定した「土砂災害に対
する全国統一防災訓練」を諏訪建設事務所、区
等と合同により実施。
④　災害に強い森林づくり
　岡谷市では長野県が策定した「災害に強い森
林づくり指針」に基づき、防災機能を果たす森
林づくりとして、間伐の促進、広葉樹林造成事
業による適地適木事業などの取り組みを実施。
また、森林整備事業の説明会や講習会などを通
じ地域住民や森林所有者への普及啓発を図りな
がら、森林整備を推進し、森林の機能を強化。

５ ．おわりに
　被災直後より全国各地から、寄せられた温かい
ご支援、ご援助に対し、深く感謝申し上げます。

　また、被害住宅の復旧や被害調査に当たりまし
て、多くのボランティアの皆様や近隣市町村の皆
様、そして被災地の早期復旧のため迅速な対応や
指導をいただいた国・県をはじめ関係機関の皆様
に、改めて感謝申し上げます。
　今回の天竜川河川災害復旧助成事業をはじめ、
災害復旧事業が無事完成したことにつきまして
も、併せて感謝申し上げます。
　岡谷市では、被災者の一日も早い生活再建のた
め、市独自の「豪雨災害被災者支援金制度」の創
設をはじめ、国や県との連携、協力のもと様々な
復旧、復興対策を実施するとともに、道路や橋梁、
河川、学校施設等の公共施設などハード面の整備
を含め、引き続き防災対策の強化に努めてまいり
ます。

平成23年度災害復旧実務講習会
延期のお知らせ

お知らせ

６ 月に開催する予定でありました「平成23年度災害復旧実務講習会」
については、諸般の事情により ９月以降に再延期させていただきます。
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平成23年度全国防災協会通常総会開催

日時：平成23年 6 月 1 日㈬　14：00～ 会場：砂防会館 別館（シェーンバッハ・サボー）

会長挨拶（陣内 孝雄 会長） 概要報告（佐々木 賢一 副会長）

えて、会長陣内孝雄の開会の挨拶があり、引き続き
本通常総会の議長として定款の規定により陣内会長
が指名されました。
　また、議事録署名人として佐々木賢一副会長及び
加藤昭理事の ２名を選任して、会議はスタートしま
した。
　議案の審議に先立ち、東日本大震災の被害状況の
概要について、国土交通省河川局防災課からのデー
タを元に、佐々木副会長から報告がなされました。
　その後、通常総会としての議事に入りました。

　㈳全国防災協会の23年度通常総会が去る ６月 １日
（水）、東京都千代田区の砂防会館（別館 １階：シェ
ーンバッハ・サボー「木曽の間」）において、全国
各地から委任状提出を含めて80余名の会員にご参加
を頂き開催されましたので、その概要についてご報
告します。
　昨年度に引き続き各都道府県からの参加数を ２名
程度として、コンパクトな実施と致しました。
　はじめに、今年 ３月11日に発生した東日本大震災
により被災した方々に対する哀悼とお見舞いを踏ま
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監査報告（小木曽 亮弌 監事） 決議文朗読（小池 清彦 副会長）

協会役員 1 協会役員 2

議事
・議案第 １号　平成22年度事業報告の承認について
・議案第 ２号　平成22年度収支決算の承認について
　　　　　　　（監事より監査結果報告）
・議案第 ３号　平成23年度事業計画（案）の承認に

ついて
・議案第 ４号　平成23年度収支予算（案）の承認に

ついて　
・議案第 ５号　東日本大震災の早期復旧・復興に関

する決議

　各議案については、それぞれ事務局より説明が行
われるとともに、議案第 ２号の収支決算については、
小木曽亮弌監事（前長野県根羽村長）より会計監査
結果が報告されました。
　東日本大震災の早期復旧・復興に関する決議につ

いては、著しい被災を受けた県の要望事項をベース
に作成された案を小池副会長が朗読しました。
　審議の結果、いずれの議案とも満場一致で承認さ
れ、決議文の取扱いは会長及び事務局一任というこ
ととされました。

会場風景
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受付風景

　本日、平成２３年度社団法人全国防災協会通常総会
を開催し、 ３月１１日に発生した東日本大震災の早期
復旧・復興を図るために、次の事項を決議致しました。
　格段のご高配を賜りたく、強く要望します。

決　　　　　議
　本年 ３月１１日午後 ２時４６分、三陸沖でマグニチュ
ード９．０というわが国地震観測史上最大となる超巨
大地震が発生した。
　最大震度は宮城県栗原市で震度 ７ を記録するな
ど、震度 ５強以上を観測したところは数多い。
　それに加えて、高さ１０ｍを超える大津波が沿岸各
地を襲い、場所によっては海岸から数㎞にも及ぶ地
点まで浸水するなど壊滅的な被害を受け、死者・行
方不明者は合わせて ２万 ３千人を超え、罹災して避
難している人は１０万 ８ 千人を超えている。（ ５ 月２３
日現在）
　また、各地で液状化現象が発生し、その噴出した
土砂がかつてない量であり、地元自治体はその処分
に頭を悩ましているところである。
　元来、我が国は大きな ４つのプレートの上に位置
し、地震に対しては極めて厳しい条件下にある。歴
史的に見ても幾たびもの大きな震災や津波に見舞わ

れ、甚大な被害を被っている。
　このような状況の下、被災地の復旧・復興を速や
か、かつ、強力に進め、二度とこのように悲惨な災
害が発生しないよう適切な措置を講ずることは、国
家としての責務である。
　これらの点を踏まえ、国会並びに政府に対して次
の事項が実現されるよう強く要望する。

１ ．災害査定のより一層の簡素化を図ること
　今回の被災が広範囲に激甚な災害を受けている現
状から、査定作業の省力化を図るため、被災の状況
に応じた簡素化の措置を一層講じられたい。

２ ．設計変更その他の事務の簡素化を図ること
　設計変更に対する許容範囲の大幅な緩和により、
災害復旧事業の早期完成に資するよう、制度の変更
を図られたい。

３ ．国庫負担率の更なるアップを図ること
　広範囲な被災により、地方自治体の財政力が大き
く損なわれていることに鑑み、国庫負担率の更なる
アップが図られるよう措置されたい。

東日本大震災の早期復旧・復興に関する決議
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各県出席者状況一覧

≪北 海 道≫　 3 名　　　≪青　　森≫　 1名
≪岩　　手≫　 1名　　　≪宮　　城≫　 2名
≪秋　　田≫　 2名　　　≪山　　形≫　 2名
≪福　　島≫　 0名　　　≪茨　　城≫　 1名
≪栃　　木≫　 1名　　　≪群　　馬≫　 1名
≪埼　　玉≫　 1名　　　≪千　　葉≫　 0名
≪東　　京≫　 ２名　　　≪神 奈 川≫　 1名
≪新　　潟≫　 3名　　　≪富　　山≫　 0名
≪石　　川≫　 0名　　　≪福　　井≫　 １名
≪山　　梨≫　 2名　　　≪長　　野≫　 1名
≪岐　　阜≫　 2名　　　≪静　　岡≫　 2名
≪愛　　知≫　 １名　　　≪三　　重≫　 2名

≪滋　　賀≫　 2名　　　≪京　　都≫　 １名
≪兵　　庫≫　 1名　　　≪奈　　良≫　 １名
≪和 歌 山≫　 1名　　　≪鳥　　取≫　 0名
≪島　　根≫　 2名　　　≪岡　　山≫　 0名
≪広　　島≫　 2名　　　≪山　　口≫　 0名
≪徳　　島≫　 1名　　　≪香　　川≫　 3名
≪愛　　媛≫　 1名　　　≪高　　知≫　 2名
≪福　　岡≫　 1名　　　≪佐　　賀≫　 3名
≪長　　崎≫　 2名　　　≪熊　　本≫　 4名
≪大　　分≫　 １名　　　≪宮　　崎≫　 0名
≪鹿 児 島≫　 1名　　　≪沖　　縄≫　 2名

（注）委任状が提出されたところは出席とみなし、 1
名出席として取り扱っている。

４ ．災害復旧事業に調査費（測試）を計上できる範
囲の拡充を図ること
　再度災害防止の観点から、広範囲かつ多岐に亘る
対策により本格的復興に資するための災害復旧事業
費を有効に活用することが必要である。このため、
復旧に要する測量、調査及び設計等については、全
額国庫補助とする等、制度の拡充を認められたい。

5 ．国庫負担金の予算措置には柔軟な対応を図るこ
と
　災害復旧事業は早期復旧が原則であり、 ３箇年で
予算措置されることとされている。しかし、今回の
被災は規模も大きく、また、今後のまちづくりと一
体となって復旧を行う必要のある箇所が数多くあ
る。そのため、予算措置は ３年と限定せずに、柔軟

な対応を図られたい。

6 ．液状化現象に対する支援措置を図られたい
　今回の震災で、各地で液状化被害が発生している。
これにより噴出した土砂の処分費用について、国の
財政支援措置を図られたい。
　以上、決議する。
　　　　平成２３年 ６ 月 １ 日

平成２３年度社団法人全国防災協会通常総会

（注）この決議文は ６月 ２日から ８日にかけて、国土
交通省幹部、衆・参両国会議員、衆議院事務局
委員部調査課（災害対策特別委員会担当）及び
参議院国土交通委員会調査室に、事務局より届
け要望しました。
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理事会風景

第 145 回理事会

３ ．審議事項
⑴　議案第 １号　平成２２年度事業報告の承認につい

て
⑵　議案第 ２号　平成２２年度収支決算の承認につい

て
（監事より監査結果報告）

　平成２２年度における事業の実施状況及び収支決算
について、事務局の説明と小木曽亮弌監事から会計
監査報告がされ、原案どおり承認されました。
⑶　議案第 ３号　平成２３年度事業計画（案）の承認

について
⑷　議案第 ４号　平成２３年度収支予算（案）の承認

について
　平成２3年度における事業計画（案）及び収支予算
（案）について、事務局から説明が行われ、原案ど
おり承認されました。
⑸　議案第 ５号　東日本大震災の早期復旧・復興に

関する決議文について
　この度の東日本大震災により、著しい被災を受け
た県の要望事項をベースに作成された案を事務局が
朗読し、原案どおり議決されました。また、総会に
おける決議案の披露は、小池副会長が行うことで了
承されました。
⑹　その他
　協会の今後のあり方について、情報収集に努める
旨事務局より説明がなされました。

　第１４５回理事会は、通常総会に先立って、平成２３
年 ６ 月 １ 日（水）１１時３０分より、東京都千代田区 砂
防会館 別館（霧島）において開催されました。

１ ．出席者
陣　内　会　　長	 佐々木　副 会 長
小　池　副 会 長	 水　谷　副 会 長（代）
加藤（昭）理　　事	 藤　芳　理　　事
菅　原　理　　事	 玄　素　理　　事
西　村　理　　事	 古　川　理　　事（代）
穂　積　理　　事（代）	 井　田　理　　事（代）
太　田　理　　事（代）	 西　田　理　　事（代）
細　江　理　　事（代）	 大　谷　理　　事（代）
宇　津　理　　事（代）	 野　村　理　　事（代）
井　原　理　　事（代）	 田　中　理　　事（代）
是　永　理　　事（代）	 加藤（浩）常務理事
小木曽　監　　事

２ ．議事録署名人について
　先ず、議事録署名人の選出が行われ、次の ２名の
方が選出されました。
⑴　副会長　佐々木賢一
⑵　理　事　加藤　　昭
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「水管理・国土保全局」の発足について

国土交通省HPより　

　このたび ７月 １日より、水関連行政を一元化

することにより水管理と国土保全を一体的・総

合的に推進することを目的として、河川局、土

地・水資源局水資源部及び都市・地域整備局下

水道部の組織を統合し、新たに「水管理・国土

保全局」が発足いたしました。

　地球温暖化に伴う気候変動による水害、土砂

災害、渇水、高潮災害等の頻発・激甚化、厳し

い財政事情による公共投資の縮減、環境に対す

る意識の高まり、人口減少・少子高齢化、アジ

ア市場の成長等、水に関連する行政をとりまく

情勢は大きく変化しています。河川行政、水資

源行政及び下水道行政を一体的・総合的に推進

する体制の構築により、ゲリラ豪雨の頻発等に

対応した総合的な都市浸水対策、河川と下水道

が一体となった水環境対策、流域を一体とした

総合的な水資源管理、水関連の技術等を結集し

た水ビジネスの海外展開など、新たな情勢に対

応した水管理・国土保全行政の展開が可能にな

るものと考えております。

　さて、今般の東日本大震災では、広い範囲で

甚大な被害が生じました。国土交通省におきま

しても、発災直後から、人命救助を第一義とし

て、総力を挙げて、被害情報の把握、被災者の

救援・救助活動、緊急輸送ルートの確保等に取

り組んでまいりました。梅雨期・台風期等を迎

え、二次災害の発生が懸念されるところであり、

災害復旧事業の迅速な推進等により対策に万全

を期してまいります。

　新たな体制の下、職員一同心を新たにし、水

管理・国土保全行政の的確な遂行を通じて、国

民の安全・安心の確保、暮らしの豊かさの向上、

良好な環境の保全・創出等にこれまで以上に寄

与できるよう努力してまいりますので、今後と

も一層のご理解、ご協力を賜りますようお願い

申し上げます。

　　平成２３年 ７ 月 １ 日

　　　国土交通省水管理・国土保全局長

関　　克　己
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　去る ３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震や
４月 ７日に発生した宮城県沖の余震等について、国
土交通省と関係１４都県では、震度 ５強以上を観測し
た市区町村において、融雪期や梅雨期などにおける
土砂災害を防止・軽減するために、土砂災害危険箇
所の緊急点検を実施してきました。
　一部の点検不能箇所（積雪、交通途絶、原発事故
等の影響範囲）を除き点検が完了しましたのでお知
らせします。
　変状が確認された箇所においては、今後の降雨等
での土砂災害を防止・軽減するため、応急対策や継
続的な監視等を実施するとともに、人命・財産等影
響がある箇所については、砂防堰堤等の対策に着手
していきます。

東北地方太平洋沖地震等に対する土砂災害
危険箇所の緊急点検の実施結果について

１ ．点検の目的
　 ３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震や ４月
７日に発生した宮城県沖の地震等の余震により強い
揺れを受けた地域において、融雪期や梅雨期などに
おける降雨により、土砂災害発生の恐れがあるため、
土砂災害危険箇所の緊急点検を行い、応急対策工事
や警戒避難体制の強化等によって土砂災害の防止・
軽減に努めるものです。

２ ．点検対象となる地域 
　各地震で震度 ５強以上を観測した市区町村におい
て点検対象となっている箇所は、１４都県２１２市区町
村、約 3万 2千箇所となっています。
（震度 ５ 強以上を観測した249市区町村のうち土砂災害危険箇所
を有しない37市区町村を除く）

　このうち、一部の点検不能箇所（積雪、交通途絶、
原発事故等影響範囲：宮城県、福島県）を除き点検
が完了しました。
　点検結果は次ページをご確認下さい。

３ ．点検の結果
1）　ヘリコプターによる概略調査
　 ３月１２日～ ４月１２日までに延べ２３回、点検対象と
なる市区町村のうち、約１２０市町村について、ヘリ
コプターからの概略調査を行いました。
　ヘリコプター調査により、多数の土砂崩れ等の発
生を確認しています。
　なお、天然ダムが発生するような大規模な斜面崩
壊は確認されませんでした。

2)　地上からの点検
　土砂災害危険箇所の内、積雪、交通途絶、原発事
故等の影響がある地域を除き、１４都県において ３月
１２日から順次、地上点検を開始し、１２都県で点検が
完了しております。
　地上点検の結果は、以下の ３区分に分類し、関係
市区町村への情報提供を行っています。
・分類Ａ：変状が大きく、緊急的な工事等を行う必

要がある箇所
・分類Ｂ：変状が軽微で、詳細調査の実施後、必要

に応じて工事等を行う箇所
・分類Ｃ：変状が無く、当面、工事等を行う必要が

ない箇所
　都県毎の土砂災害危険箇所点検の結果一覧は表－
１のとおりです。
　市区町村毎の危険度分類は、別紙－ ２※をご参照
下さい。

東北地方太平洋沖地震等に伴う土砂災害
危険箇所の緊急点検結果について

国土交通省HPより　

※別紙− 2は、本誌では省略していますので詳細につ
いては、国交省HPをご参照ください。
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3)　空中写真判読
　太平洋沿岸部等、速やかに地上点検に着手するこ
とが困難な地域の調査を支援するため、地震後、
JAXAが撮影した衛星データ等の提供を受け、土
砂災害の発生状況の確認作業を行いましたが、大き
な変状は確認されませんでした。

４ ．変状が確認された箇所の対応 
1)　Ａ評価箇所
　分類Ａの箇所では、クラック箇所でのブルーシー

トによる雨水浸透対策や浮き石の除去、大型土のう
の設置等応急対策工事の実施や危険の周知、観測機
器の設置等による監視を行っています。

2)　Ｂ評価箇所
　分類Ｂの箇所では、市町村を通じて住民に随時点
検結果をお知らせしています。
　今後は、降雨の状況や、住民からの情報等により
点検を実施し、必要に応じて監視や対策工事等を行
います。

表－ １ 　土砂災害危険箇所点検結果一覧 平成２３年 ６ 月３日時点

都　県　名 市区町村数
※ １

点 検 対 象
危険箇所数
※ ２

点検済みの
危険箇所数

危　 険　 度　 分　 類

Ａ Ｂ Ｃ

青 森 県 ６市町村 288 288 0 0 288

岩 手 県 ２０市町村 7,348 7,348 1 141 7,206

宮 城 県 ３５市町村 7,629 7,583 13 408 7,162

秋 田 県 ３市 552 552 0 0 552

山 形 県 ４市町 427 427 0 0 427

福 島 県 ４５市町村 6,737 5,765 16 200 5,549

茨 城 県 ３９市町村 3,668 3,668 7 148 3,513

栃 木 県 ２０市町 3,689 3,689 17 149 3,523

群 馬 県 ６市 882 882 0 0 882

埼 玉 県 ８市町 240 240 0 0 240

千 葉 県 １７市町 280 280 0 4 276

東 京 都 ５区 34 34 0 0 34

神 奈 川 県 ３市町 607 607 0 0 607

山 梨 県 １村 11 11 0 0 11

１４都県 ２１２市区町村 32,392 31,374 54 1,050 30,270

※ 1  市区町村数：震度 ５強以　上を観測した市区町村数
※ 2  点検対象危険箇所数：当該市区町村の土砂災害危険箇所数
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平成23年度「河川愛護月間」（ 7月 1日〜31日）について
〜せせらぎに ぼくも魚も すきとおる〜

国土交通省HPより　

1 ．目　　的
　この運動は、身近な自然空間である河川への国民
の関心の高まりに応えるため、地域住民、市民団体
と関係行政機関等による流域全体の良好な河川環境
の保全・再生への取り組みを積極的に推進するとと
もに、国民の河川愛護意識を醸成することを目的と
する。

7 ．推進標語
　「せせらぎにぼくも魚もすきとおる」
（平成22年「河川愛護月間」推進標語募集、最優
秀賞作品）

８ ．実施要領
　詳細については国土交通省HPをご参照下さい。

2 ．期　　間
　平成23年 7 月 1 日（金）から
　　　　　 7月31日（日）まで

3 ．主　　催
　国土交通省、都道府県、市町村

4 ．後　　援
内閣府、日本放送協会、㈳日本新聞協
会、㈳日本民間放送連盟

5 ．協　　賛
公益社団法人日本河川協会、全国治水
期成同盟会連合会、全国水防管理団体
連合会、㈳建設広報協議会、㈶河川環
境管理財団、㈶河川情報センター、㈶
リバーフロント整備センター、㈶渡良
瀬遊水地アクリメーション振興財団、
全国建設弘済協議会

6 ．運動の重点
・地域と一体となった良好な河川環境の
保全・再生
・地域社会と河川との関わりの再構築
・河川愛護意識の醸成
・河川の適切な利用の推進
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１ ．はじめに
　我が国は、地形、地質、気象等きわめて厳しい状
況下にあり、自然災害への対応は重要な課題である。
また、地球温暖化に伴って、大雨となる頻度の増加、
台風強度の増大、海面水位の上昇等が予測される中、
東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動による沿岸部
の地盤沈下、洪水や高潮、土砂災害等が発生する危
険性も高まっている。国内の多くの中小河川は、土
地条件や流域面積が小さいために、洪水の到達時間
が短く、局地的豪雨により、短い時間で大きな洪水
ピークが発生する。川幅や河積が小さい場合も多く、
急激に河川水位が上昇する一因となっている。
　こうした河川災害に対して、速やかで確実な災害
復旧を実施する重要性は、ますます高まっている。
また、被災原因を究明し、より効率的な復旧や、より
確実な再度災害の防止を行うことが求められている。
　こうした多くの中小河川では、河川巡視や目視点
検による事前の変状の発見等河川管理が重要である
が、中小河川を所管している地方自治体は管理延長
が長いことや財政的な問題から、河道の維持管理や
洪水の計測が十分に行えないことも多い。
　中小河川において維持管理の効率化を図る一環と
して、「水面形の時間変化（水位計の時間変化の観
測値とその解析結果）」を用いた簡便な河道管理の
実用化に向けた取り組みが試行されている。ここで
は、安価な圧力式水位計を用いた方法を適用するこ
とによる、災害復旧への有用性を紹介する。

２ ．圧力式水位計による河川管理の有効性
2.1 簡易型圧力式水位計の特徴
　簡易型の圧力水位計は、計器の設置や計測に伴う
操作が容易であることに加え、河川等の水位と温度
の経時変化を長期間計測・記録することが可能であ
る。洪水期前に水位計を現地に設置、洪水後にデー
タを回収、回収した洪水データの解析から、河道内
の土砂移動や被災要因の究明等に活用が可能と考え
られる。
≪簡易型圧力水位計の主な特徴≫
・手のひらサイズの筐体に、圧力センサー、温度セ
ンサー、記録装置、電池を内蔵
・専門技術者以外でも取り扱いが容易
・電池の寿命は10分間隔測定時で 6〜 8年程度
・計測データはパソコン取り込み・編集が可能
・計測器のコストが安い（概ね 5〜 8万円/本）

2.2 水位計測結果の活用
2.2.1 高密度水位計測による洪水分析
　水位計を河川縦断的かつ連続的に高密度配置する
ことにより、洪水の増水時から減水時までの時系列
の縦断的な水位変化を得られる。洪水の前後に生じ
た変状（護岸の破損、河床の堆積又は洗掘、樹木の
繁茂又は流出など）と、変状の生じた区間の水位計
測結果を対比することにより、洪水の流下と変状発
生区間の事後観察が行え、被災護岸高に対する概ね
の冠水時間や冠水深などの基本的な洪水諸元を得ら

図−１　簡易型圧力式水位計の設置状況

中小河川における圧力水位計を活用した
河川管理手法

国土交通省水管理・国土保全局防災課災害対策室　

災対室情報
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れる。
2.2.2 水理解析モデルによる洪水分析
　簡易型の圧力式水位計を用いた高密度の水位計測
結果は、河床の洗掘や堆積など洪水時の河床の変化
を現したものであり、不定流計算と組み合わせた

「河道管理ツール」を構築することで、河川災害の
被災原因究明の基本となる洪水分析に用いることが
出来る。
　この河道管理ツールを用いて検討出来る内容は表
− １のとおり。

表− 1　河道管理ツールから検討出来る内容

項　　　目 内　　　　　容

任意河道、任意地点における流
量ハイドログラフ、流速分布

高密度の水位の観測結果と計算結果から、精度の高い計算が可能

河道貯留が重要な区間での河道
計画

縦断的な流量の変化から、河道の貯留効果を算出

樹木群の利用と管理 水位の経年的な変化から樹木群繁茂の変化を推定

河床、河積の管理
河積や河床材料の変化により水位に変化が生じるため、水位変化
を計測することにより河床の管理が行える

遊水地のある河道における遊水
地設計法とその効果評価

不定流計算により河道の特定の区間の水位変化を精度高く計算出
来ることから、越水量を正確に算出して効果を算出できる

堤防決壊による氾濫流出量ハイ
ドログラフの算定

基本的には上記と同様

図− 2　愛媛県中山川における水位計設置事例

３．簡易型圧力式水位計を用いた実用例
3.1 二級水系中山川（愛媛県）での実用例
　愛媛県管理の二級河川中山川では、洪水による河
床変化について、簡易で継続的に取り組める評価
手法が必要となり、簡易水位計を用いた河道管理
（高密度水位計測）を試行している。
　水位計の設置間隔は、河川全体の維持管理を目的
とした場合、概ね 2㎞程度間隔で十分な精度が得ら
れるため、水位計の設置間隔は 2㎞程度を基本とし

ている。
　一方、対象区間では、図− ２に示すように支川か
らの流入を評価する必要があるため、流量配分が変
化するような支川合流後においては水位計を設置し
ている。
　図− ３ に平成22年 7 月12日の洪水計測結果を示
す。この結果から、洪水時の水位上昇・下降期の変
動特性が把握出来る。
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図− 3　愛媛県中山川の水面形の時間的変化

図− 4　河道管理ツールのイメージ

3.2 一級水系旧吉野川（徳島県）での実用例
　一級水系旧吉野川では、河道状況の変化を簡易に
評価するため河道管理ツールを、前述の手法により
構築し、「河床の低下や上昇による河積の変化」、「樹

木の繁茂状況の変化」を、水位計のデータの蓄積と
維持管理上の河川巡視を組み合わせることにより、
河道管理や樹木管理に活用することとしている。
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図− 5　検討対象区間位置図

図− 7　洪水痕跡水位の再現結果（水位縦断図）

3.2.1 河道管理ツールの概要
　旧吉野川では、図− ５、図− ６に示す区間を対象
に、一次元不定流計算により、洪水時の水面形の再
現計算を行い、簡易モデルを作成している。当該区
間では、平成14年、平成17年、平成21年に横断測量
が行われていた。対象区間の河床の変化はそれほど

大きくないが、14.6k 〜15.4k 付近、および16.0k
〜17.0k 付近では、河床の変動が若干みられた状況
にあった。洪水再現計算時には、洪水時の横断形状
に近いと考えられる測量断面を適用した。また、 ２
箇所の支川流入量は、流域面積から比流量にて設定
している。

図− ６　一次元不定流計算モデル図

よる再現性は概ね良好と言える。ただし、平成16年
10月洪水の16.0k 付近より上流区間における水面形
が、洪水痕跡水位と計算結果とで異なることが確認
できた。

3.2.2 洪水再現計算結果
　粗度係数、および支川流入量の調整により、図−
７のとおり、洪水再現計算の水面形と流量観測結果
に概ね適合する結果を得ており、一元不定流計算に

図− 8　16.0k 付近の平面形状
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図− 9　16.0k 付近の横断形状

3.2.3 水面形不一致に対する考察
　平成16年10月出水の16.0k 付近の水面形の不一致
について、その要因を分析する。
　図− ９ は、16.0k 付近の平面・横断形状を示して
いる。これより、15.8k と16.0k はその上下流に比
べて川幅が狭く、平成16年10月のような大規模出水
時には、洪水中に河床が洗掘している可能性がある。
　洗掘の可能性に対する検証として、15.8k と
16.0k の ２ つの断面について、横断図の赤線で示す
ような横断形状を適用して、河道管理ツールを用い
て、再度、再現検証を行った。
3.2.4 河道管理ツールによる分析結果
　平成16年10月出水の再現計算結果より、河道管理
ツールを適用し、計算と観測の水面形を比較するこ
とで、測量断面には現れない洪水中の洗掘状況の可
能性が現れた。
　図−１０は、洗掘推定断面による洪水位の再現計算
結果を示しているが、測量年度の違いによる水面形

の違いは確認されない。しかしながら、16.0k 付近
の洗掘を考慮する事により水面形状の再現性向上が
見られる。
　また、図−１１、図−１２は、計算結果と流量観測結
果による水面形の縦断変化を示している。流量観測
結果では、16.0k 付近の水面形の縦断変化が把握で
きない。
　水面勾配の縦断変化点等を中心に水位観測点を増
やせば、一元不定流計算による再現精度が向上し、
洪水時の河床や水位の挙動をより詳しく把握するこ
とが期待できる。
　以上より、旧吉野川を対象とした河道管理ツール
による分析結果として、以下に示す知見が得られた。
・縦断的に密な水位観測と簡易解析ツールの適用に
より、洪水中の水面形変化を詳細な把握と河床洗
掘状況の推定が可能
・水位計測結果をもとにした簡易な河道管理ツール
による計算でも十分な精度の計算結果が得られる
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図−10　洪水位の再現計算結果（洗掘考慮後再検討）

図−11　水面形の時間変化（洗掘考慮：H16.10出水）

図−12　水面形の時間変化（洗掘非考慮：H16.10出水）

　これらの事例が示すように、水位計測データの存
在は、河道管理ツール等の分析を加えることにより、
河道断面の変化要因を表現可能である。河川護岸な
どの災害復旧等にあたっては、洪水の挙動や河床変

動等、被災要因の究明に用いることで、護岸の根入
れ深や、被災範囲の決定など、適切な復旧工法の一
助とすることが可能である。
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４ ．最後に
　河川にあっては、平成 9年に河川法が改正され、
その目的として治水、利水に加え、「河川環境の整
備と保全」が位置づけられた。災害復旧事業の実施
にあたっても平成10年に「美しい山河を守る災害復
旧基本方針」を策定し、治水機能のみを修復するの
ではなく、自然環境等河川が持っている様々な機能
を含めた従前の効用の復旧を図ることとしている。

　現在、適切な河川管理に資するため、洪水直後の
痕跡調査等により被災原因の分析を実施している
が、新たな試みである圧力水位計を用いた計測資料
を加えることにより、一層の詳細な分析結果を得る
ことが可能となると考えられる。
　今後、中小河川の管理への取り組みがさらに深ま
り、様々な取り組みにより、良好な河川整備が推進
されていくことを期待する。

A 4 判　260頁　頒価4,800円（消費税込み）　送料協会負担

平成22年発生災害採択事例集

【概　要】
　本書は、平成22年に発生した災害の概要を記載するとともに、近年の社会情勢の著しい変化を適切に捉え、環
境への配慮や新たな技術の採用など、復旧工法等について様々な工夫を加えた事例について、各地方自治体の方々
のご協力を得て取りまとめたものであります。
　これまでに発刊された各年の採択事例集と同様に、本書が今後の災害復旧の迅速かつ的確な対応並びに災害復
旧事業関係者の技術力の向上の一助となれば幸いです。
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　⑵　主な平成22年発生災害の概要
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　⑴　決定額及び被害報告額
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　⑴　総括
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防災課だより 人 事 異 動
〔河川局関係人事発令〕
△平成２3年 6 月 1 日

△平成２3年 7 月 1 日

【転出】

渡邊　　茂 休職（（財）リバーフロント整備センターリバーフロント研究
所研究第二部長）

大臣官房付（辞職　取手市副市長）

原口　祐子 休職（東京大学大学院技術経営戦略学専攻学術支援専門職員） 河川計画課付（砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長）

小林　　肇 大臣官房付 国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター水害研究室
主任研究官

山田　拓也 砂防部保全課海岸室海洋開発係長 河川計画課付

須賀　可人 砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長 砂防部保全課海岸室沿岸域企画係長

出口　桂輔 砂防部保全課海岸室沿岸域企画係長 砂防部保全課海岸室海洋開発係長

△平成２3年 6 月 2 日

貫名　功二 辞職（取手市副市長） 防災課水防企画官（併）防災課災害査定官

△平成２3年 6 月 3 日

森　　啓年 総合政策局総務課国際協力官（併）総合政策局総務課国際建設
推進室

河川計画課付

野仲　典理 四国地方整備局高知河川国道事務所長 防災課企画専門官

新井田　浩 防災課水防企画官（併）防災課災害査定官 四国地方整備局河川部河川調査官

山内　洋志 防災課企画専門官 総合政策局総務課国際協力官（併）総合政策局総務課国際建設
推進室

【転出】

高野　匡裕 休職（（財）国土技術研究センター研究第二部長） 大臣官房付（四国地方整備局河川部長）

佐藤　克英 東北地方整備局北上川下流河川事務所長 大臣官房付（復職（財）ダム水源地環境整備センター研究第二
部長）

福濱　方哉 休職（（財）ダム水源地環境整備センター研究第二部長） 大臣官房付（北陸地方整備局黒部河川事務所長）

土橋　　仁 大臣官房官庁営繕部管理課企画調査係長 水政課水利調整室水利企画係長

島本　和仁 近畿地方整備局足羽川ダム工事事務所長 河川計画課付

柴田　　亮 農林水産省農村振興局農村政策部中山間地域振興課長補佐（事
業推進班担当）（併）農林水産省農村振興局整備部設計課

河川計課付（中国地方整備局河川部河川計画課長）

桝谷　有吾 中国地方整備局太田川河川事務所調査設計第一課長 河川計画課河川情報企画室国際調査係長

坂本　成雄 大臣官房福利厚生課長補佐 治水課長補佐

菊池　光良 中国地方整備局河川部水政課長 治水課総務係長

木村　　晃 東北地方整備局仙台河川国道事務所調査第一課長 防災課審査係長

神谷　将広 住宅局住宅生産課企画専門官 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐（併）水政課

佐藤　保之 中部地方整備局越美山系砂防事務所長 砂防部保全課企画専門官

久保田啓二朗 国土技術政策総合研究所危機管理技術研究センター水害研究室
主任研究官

砂防部保全課企画専門官（海岸室）

糸井　雄一 大臣官房総務課連絡調整第二係長 砂防部保全課海岸室総務係長

牧野　周作 東北地方整備局北上川下流河川事務所調査課調査係長 砂防部保全課海岸室侵食対策係主任

髙井　　徹 中部地方整備局木曽川上流河川事務所管理課維持係長 砂防部保全課海岸室侵食対策係

横林　直樹 中国地方整備局河川部河川工事課長補佐（併任解除） 中国地方整備局河川部河川工事課長補佐（併）砂防部保全課海
岸室
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【転入】

三野　昌孝 治水課流域土地利用政策分析官 中国地方整備局用地部長

渥美　雅裕 大臣官房付 辞職（宮城県土木部建設交通局長）

鳥居　謙一 大臣官房付（併）国土技術政策総合研究所河川研究部 辞職（国立大学法人　愛媛大学教授）

齋藤　博之 大臣官房付 近畿地方整備局豊岡河川国道事務所長

伊藤　　樹 水政課水利調整室水利審査係長 都市・地域整備局総務課（予算第一係）

古本　一司 河川計画課付 辞職（（独）国際協力機構地球環境部水資源第一課調査役（兼）
水資源第二課（兼）防災第一課（兼）防災第二課）

小川　純子 河川計画課河川情報企画室国際調査係長 総合政策局総務課事業調整第二係長

森久保　司 治水課長補佐（併）大臣官房社会資本整備新交付金等総合調整
室

農林水産省農村振興局農村政策部中山間地域振興課長補佐（併）
農村振興局整備部設計課

須藤　弘幸 治水課総務係長 大臣官房総務課連絡調整第二係長

大塚　達博 防災課付 辞職（日本下水道事業団経営企画部会計課長代理）

平舘　淳一 防災課改良計画係長 東北地方整備局河川部地域河川課整備第二係長

田中　和氏 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐（併）水政課 宮内庁長官官房総務課報道室渉外専門官（併）東宮職

白倉　正浩 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐 大臣官房人事課長補佐（併）秘書室（大臣室）

白石　貴彦 砂防部砂防計画課総務係長 土地・水資源局土地政策課政策第二係長

大場　文裕 砂防部保全課海岸室侵食対策係主任 東北地方整備局河川部河川計画課

【局内異動】

入江　　靖 治水課堤防構造分析官 大臣官房付

山田　博史 河川計画課河川経済調査官 水政課河川利用企画調整官

津島　存佐 河川環境課総務係長 水政課総務係長

箭内　康治 水政課水利調整室水利企画係長 水政課水利調整室水利審査係長

大竹　将也 総務課付 河川計画課河川経済調査官

林　　正道 河川計画課国際河川技術調整官 河川計画課企画専門官

朝田　　将 河川計画課付（併）内閣府地域活性化推進室参事官補佐 河川計画課河川計画調整室課長補佐

小浪　尊宏 治水課長補佐（併）内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付 河川計画課付（併）内閣府地域活性化推進室参事官補佐

伊藤　嘉道 治水課予算第一係長 河川環境課総務係長

林　雄一郎 砂防部保全課企画専門官（海岸室） 治水課長補佐（併）内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付

髙橋　伸輔 河川計画課河川計画調整室課長補佐 治水課長補佐（併）大臣官房社会資本整備新交付金等総合調整
室

古橋　季良 治水課治水企画官（併任解除） 治水課治水企画官（併）総合政策局政策課

長田　　仁 治水課長補佐（併）総合政策局政策課（併）総合政策局官民連
携政策課

治水課長補佐（併）総合政策局政策課

神林　　浩 防災課災害対策室課長補佐 治水課事業監理室課長補佐

近藤　正人 砂防部保全課海岸室総務係長 治水課予算第一係長

塚田　政行 水資源部水資源政策課専門調査官 防災課長補佐

伊藤　　栄 防災課長補佐 防災課災害対策室課長補佐

小田桐淳司 防災課審査係長 防災課改良計画係長

吉村　元吾 砂防部保全課企画専門官 砂防部砂防計画課長補佐

村山　　継 砂防部保全課長補佐 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐

浅田　天地 水政課総務係長 砂防部砂防計画課総務係長

池田　明人 水政課河川利用企画調整官 砂防部保全課長補佐

椎葉　秀作 砂防部砂防計画課長補佐 砂防部保全課長補佐（併）砂防部砂防計画課

金子　純二 治水課事業監理室課長補佐（併）治水課 水資源部水資源政策課専門調査官
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協会だより

　前月号（ 6月号）でもお知らせしたとおり、全国
防災協会長判断による災害復旧技術専門家の派遣が
6月下旬に実施され、被災地における現地調査が行
われましたのでお知らせします。
　今回、会長判断により災害復旧技術専門家が派遣
された被災現場は、この ３月に東日本大震災により
未曾有の悲惨な大被害を受けた、岩手県と宮城県で
す。
　現地調査の日程等は下記のとおりです。なお、調
査結果等については、後日、協会行事等を通じてご
紹介させていただきたいと思っております。
　なお、今回の現地調査派遣に際し、業務ご多忙に
もかかわらずご協力をいただきました両県出身の技
術専門家及び元防災課災害査定官出身の技術専門家
の皆様方には、心よりお礼申し上げます。

１ ．派遣その １（岩手県）
○日　程
　平成２３年 ６ 月２０日（月）～２２日（水）

○派遣者
　技術専門家：（東　京）今村勝志、後藤凌志、
　　　　　　　　　　　 小林　豊
　　　　　　　（岩手県）庄司六十四、菊地光雄、
　　　　　　　　　　　 及川和男
　防 災 協 会：佐々木賢一、勝田隆治
○現地調査（主に海岸部を調査）
　盛岡市 → 陸前高田市 → 大船渡市 → 釜石市
　→ 大槌町→山田町

２．派遣その ２（宮城県）
○日　程
　平成２３年 ６ 月２７日（月）～２９日（水）
○派遣者
　技術専門家：（東北 ･東京）金内　剛、森山英一
　　　　　　　（宮城県）　　 相澤嘉知
　防 災 協 会：勝田隆治
○現地調査（主に海岸部を調査）
　山元町 → 亘理町 → 名取市 → 石巻市 → 
　女川町 → 南三陸町 → 多賀城市 → 仙台市

「災害復旧技術専門家」による東日本大震災
現地調査について

岩手県現地調査打合せ 宮城県現地調査打合せ
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（撮影：㈳全国防災協会）

岩手県現地調査写真
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（撮影：㈳全国防災協会）

宮城県現地調査写真
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南三陸町

女川町

亘理町多賀城市

（撮影：㈳全国防災協会）

東北地方太平洋沖地震被災状況写真（宮城県）
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月刊「防災」のホームページ掲載について

お知らせ

　 本誌月刊「防災」については、平成２３年 ９ 月号より本協会ホームページ
に掲載予定です。

Ａ４判　83頁　カラー印刷　頒価2,800円（消費税込み）　送料協会負担

写真と映像で学べる DVDビデオ付『水防工法の基礎知識』

　突然洪水などが起きた時、人命や財産を守るため、その地域に住んでいる人々が被害を最小限にくいと
めようとすることを水防活動といいます。状況に応じて、最適な水防工法を実施します。
　本書では、水防に欠かせない『ロープワーク』『準備工』『水防工法』の基礎に加え、『水防技術の応用』や『く
らしへの応用』など、一般・家庭にも役立つ技術を紹介しています。さらに、本書の内容をそのまま映像
化したビデオ（DVD）も添付いたしました。水防工法の習得・研鑽に最適な教材と確信しております。

ロープワーク
本結び（ほんむすび）
舟結び（ふなむすび）
“の”字結び（ののじむすび）
疣結び（いぼむすび）
髪括し（かみくくし）
鰯結び（いわしむすび）
舫い結び（もやいむすび）

準 備 工
土嚢作り（どのうづくり）
竹尖げ（たけとげ）
杭拵え（くいごしらえ）

水防工法
木流し工（竹流し工）
シート張り工
水防マット工
折り返し工
五徳縫い工（ごとくぬい工）
篭止め工（かごどめ工）
月の輪工
釜段工（かまだん工）
積土のう工（つみどのう工）
改良積土のう工

水防技術の応用
避難ロープ
救命、救助ロープ
簡易水防工法

水防工法の基礎知識内容案内

図書ご案内
平成20年５月発行

くらしへの応用
荷づくり
古新聞の結束
家庭菜園での結び
垣根結び
レジャーテントの張り綱
野外テントの重し結び
物干し用張り綱
長尺物結び、バケツ吊り
トラック結び
舟、ボートの係留

〈資 料〉
河川における防災用語
水防用語
水防工法一覧表

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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Ａ ５版145頁　カラー印刷　頒価3,100円（税込み）　発送料協会負担

災害査定上手放せない本書をぜひお手元に一冊 !!

　本書は、災害復旧事業の円滑・適正な実施のため、災害査定業務に係る基本的な事項を図面、写真、
査定設計書、ポンチ絵等を簡潔に分り易くとりまとめたもので、災害復旧事業に関する研修、講習会の
テキスト等として幅広く活用されるものと確信いたしております。

１ ．災害発生から工事完結まで

　・災害復旧事業関係法令

　・災害発生から工事完結まで

２ ．災害復旧事業の採択要件及び範囲

　・採択要件の基本

　・災害の要件（異常天然現象の基準）

　・災害復旧事業の対象（公共土木施設）

　・適用除外（法第 ６条）

　・災害復旧事業の範囲

　・応急工事

３ ．査定設計書の作成

　・積み上げによる積算

　・総合単価による積算

４ ．査定業務

　・査定業務の流れ

　・現地査定

　・机上査定

　・決定金額等

　・再調査

　・査定現場における技術的留意事項

　・河川環境の保全に配慮した復旧工法

５ ．橋梁災害等

　・橋梁災の採択

　・砂防区域内の準用・普通河川の災害採択

（砂防法第 ３条の ２の規定によって

 同法が準用される天然の河岸）

６ ．改良復旧事業

　・改良復旧事業の枠組

　・一定災と災害関連事業

７ ．災害復旧事例

８．財務省立会制度

　・立会制度について

　・財務検査要綱

　・検査官と立会官

９ ．災害査定の心がまえ

　・査定時における検査官の心得

　・立会官との関係

　・現場申請主義

　・採択率

　・査定官回し

　・随行員の役割

―参考資料―

『災害査定の手引き』【目次】

平成23年版発売中
あなたはお持ちですか !!

新刊ご案内

『災害査定の手引き』

詳細については、㈳全国防災協会ホームページの出版図書案内をご参照下さい。
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B ５ 判　約1,140頁　上製本　頒価5,900円（消費税込み）　送料協会負担

災害復旧工事の設計要領（平成23年版）

　「災害復旧工事の設計要領」（通称「赤本」）は、昭和32年に初版を発行して以来、平成23年版で55版を数える
ことになります。
　その間には、請負工事への転換、機械施工の進展、新工法・新技術の開発、電算化への移行等社会情勢の変化
とともに、その都度内容の改正を行ってまいりました。
　災害復旧事業は、被災後速やかに復旧することが事業に携わる者の使命であり、このためには、災害査定設計
書を迅速かつ適確に作成する必要があります。
　災害査定用歩掛は、文字通り災害査定設計書を作成するための歩掛であり、実施計画書との乖離が生じないよ
うにとの配慮から、平成 ５年 ７月より土木工事標準歩掛に準拠したものとなっています。土木工事標準歩掛は、
施工形態の変動への対応及び歩掛の合理化・簡素化の観点からの歩掛の改正・制定が毎年行われています。平成
23年度の災害査定用歩掛の主な改正点は次のとおりです。

〔主な改訂内容の概要〕
⑴　歩掛について
　災害査定用設計歩掛が準拠している土木工事標準歩掛（国土交通省）において、平成23年度は「機械土工（土
砂）」など10工種の歩掛見直し等が行われた。
⑵　間接工事費について
　共通仮設費、現場管理費の間接工事費率の大都市補正について、適用地区に相模原市が追加された。

第Ⅰ編　一般事項
　第 １章　総　　則
　第 ２章　工事費の積算
　第 ３章　一般管理費等及び消費税相当額
　第 ４章　数値基準
　第 ５章　建設機械運転労務等
　第 ６章　災害査定設計書記載例

第Ⅱ編　共 通 工
　第 １章　土　　工
　第 ２章　共 通 工
　第 ３章　基 礎 工
　第 ４章　コンクリート工
　第 ５章　仮 設 工

第Ⅲ編　河　　川
　第 １章　河川・海岸
　第 ２章　河川維持工

　第 ３章　砂　　防
　第 ４章　地すべり防止工

第Ⅳ編　道　　路
　第 １章　舗 装 工
　第 ２章　付属施設
　第 ３章　道路維持修繕工
　第 ４章　共同溝工

第Ⅴ編　そ の 他
　第 １章　伝統的な復旧工法（参考）
　第 ２章　機械経費

第Ⅵ編　参考資料
　第 １章　設計資料
　第 ２章　災害復旧における環境への取組に

ついて
　第 ３章　災害復旧工法について

新刊ご案内 平成23年 7 月下旬発刊予定

本書の内容
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平成23年　発生主要異常気象別被害報告 平成23年 6 月15日現在（単位：千円）
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